
第６章 研究評価委員会の講評 

 
１．土木研究所研究評価委員会の講評 

第２章に示した土木研究所研究評価分科会での評価結果とこれに対する土木研究所の対応を

踏まえ、平成２２年６月１４日に土木研究所評価委員会を開催し、重点プロジェクト研究につい

て最終評価を行った。研究評価委員会における講評は以下の通りである。なお、審議の詳細につ

いては本書の巻末参考資料に議事録として示すとおりである。 

 
平成２２年度 土木研究所研究評価委員会 全体講評 

 

 重点プロジェクト研究について各分科会の評価結果の報告を確認し、承認した。重点プ

ロジェクト研究及び研究活動全般については順調に進捗している。本委員会、各分科会の

評価、議論を踏まえて引き続き研究を進めて欲しい。 

 その他、評価委員会としての助言を、以下にとりまとめた。 

 

研究マネジメント 

・ 土研の活動は、「リスクマネジメント」「アセットマネジメント」「成果の普及による社

会への還元」に大別されると思う。その枠組みのもと、それぞれの研究をマトリクスと

してうまく位置づけて行くことが重要である。 

・ どのような基礎的な研究を行ってどう成果につなげていくかなど複雑な問題をどう扱

っていくかのロードマップを早急に作る必要がある。また、基礎研究の成果を技術化す

るため、国総研との役割分担など、フレームワークの議論をしっかり行い、その中で土

研の役割をしっかり明確にすることが重要である。 

・ 中期計画の最終年としては、成果のとりまとめと、それをいかにして現場で使ってもら

うかということを念頭に活動していただきたい。 

 

研究の方向性 

・ すぐに役立つ研究は当然大事だが、大きな社会問題への対応は、地道な積み重ねが大事

であり、一般研究もしっかり進めてほしい。 

・ 防災については、少子高齢化などの社会状況の変化を踏まえ、公で全て行うのではなく、

市民にも責任がある程度求められる。どこまで守るかという防災の基準の議論とあわせ

て、市民も巻き込んだかたちで方向性を見つけていく必要がある。 

・ 目標を目指して研究を進めることは良いが、マニュアル化にこだわらず、土研独自の高

度な技術を目指す方向もある。 

・ 総花的に何でもやるというより、テーマを絞ってしっかりとした研究をしてほしい。土

研でなければできない研究、土研だからやるべき研究を声高に主張すべきである。 



・ 国直轄の事業では使えなくても地方自治体では使える技術もある。土木研究所は直轄だ

けにこだわらず、地方自治体も含めた日本全体のことも考えて研究開発をしてほしい。

・ ICHARM において発展途上国のみをターゲットにするのではなく、日本で使える技術開

発を含め、広い視野を持って研究を行ってほしい。 

 

その他 

・ 土研には国際・国内の技術者育成も期待しているが、特に若手技術者の育成をしっかり

やってほしい。最近、若い人の海外留学が減っており、海外留学の機会をもっと増やす

べきである。 

・ 土研は大学と質の違う研究をやっている。大学でやってきた成果も含めて幅広い視野で

活用してほしい。 

・ 地方自治体の技術的支援について、大学等とも連携して、積極的に取り組んでほしい。

 
 

２．土木研究所の対応 

 土木研究所研究評価委員会において了解された分科会評価結果とこれに対する土木研究所の

対応、および評価委員会からの講評をもとに、今後提案した実施計画に従って鋭意研究を進め、

実施計画書に掲げた達成目標の実現を目指していきたい。 

 


